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人口順位はイギリス 1位、フランス 2位、ドイツ 3位というふうになってきます。将来的
には EU内で人口の順位が変わると言うことが重要です。
移民については、アフリカや中東から、たくさんの移民が希望者がボロ船で押しかけて
死んでいるということが問題です。船が沈没し、死体がヨーロッパの浜辺に打ち上げられ
ている。ピーク時は年に 5,000人です。去年も 3,800人ぐらいそうやって死んでいる。こ
のことの精神的衝撃は大きい。
それから、ロシアの選挙干渉です。アメリカの上院外交委員会がそれを調べています。
ロシアの選挙干渉は、EUの中でも、民主政治が確立している国々への工作、まだ確立し
ていない国々への工作それぞれやり方を変えています。バルト 3国なんかは相当な被害を
受けている。フランスの極右政党、国民戦線 FNや、英国の EU離脱を訴えた英国独立党
UKIP。これらもロシア資金を得て、影響力を拡大しています。
ロシアの戦略目標は、EU解体、NATO弱体化です。2016年には英国の EU離脱という
大きな成果を挙げたので、対 EU政治工作には自信を強めているはずです。2024年まで
独裁的権力を維持できることになったプーチン大統領は、今後も EU各国への政治工作と
選挙介入を強めてくると思われます。EU統合を推進し、民主政治と市場経済を発展させ
ようと願う人々は、ロシアへの警戒を強めて行く必要がある。
【質疑応答】
司会　どうもありがとうございました。
続いて、ディスカッションの時間をとりたいと思います。お一人お一人のあの点につい
てもう少し説明、あるいはこうではないかということでもいいですし、3人あるいは 2人
の方に、こういう点についてはそれぞれどうお考えかということでもいいですし、全般に
ついての感想でも、何でも受け付けますので、ディスカッション、質問のある方は最初に
挙手をお願いしたいと思います。
質問者 2　中島先生に伺います。ジャン・モネの話をしていただきましたけれども、今の
ヨーロッパで、このジャン・モネ的な、いわゆる機能を持った民間人といいますか、そう
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いう方がいるかどうか。いないとすれば、なぜいないのかというのを、その制度的なもの
でそういう理由があるのであれば教えていただきたいというふうに感じています。
中島　ちょっとお答えしにくいご質問ですが、あえて申しますと、ジャン・モネみたいな
存在というのはやっぱり時代の産物で、ああいう商売人が、裏方ではあれ、あれだけ重大
な役割を果たすというのは、やはり 20世紀前半大きな戦争が 2つあったことに関係して
いますね。政治家がめちゃくちゃなことをやって、本来は裏方のはずのビジネスマンが帳
尻を合わせなければいけなかった。そこで仕方なく表舞台に出たということなんだと思う
のです。戦後も、モネさんは商売人としてものを考えていた。だから、さっき時間がない
ので終わりのほうでちょっと言い忘れましたけれども、ECSCにしたって、彼は、回想録
の中では 49年に思いついたと言うんですね。イギリスが石炭をくれないからドイツと組
むことにしよう、これまでの行きがかりは忘れて協調しよう、そう思いついたと。それは
実はうそであって、1943年にアルジェリアにいたころ、すでに彼は石炭・鉄鋼の独仏共
同管理ということを構想として持っていたんですね。それはモネ自身が記したメモに残っ
ているし、部下のイルシュの回想録にもちゃんと書いてある。ただ、それは 1つの構想に
とどまって、それを実際に実現するのは難しいだろうというふうにも考えていたと思うん
です。
ただ、それが戦後、冷戦状況になって、それでいくしかなくなる。米ソ冷戦下での西欧
の自立というゲオポリティック的な議論を持ってくれば国民を説得できる。それを思いつ
いたのが 49年であったということだったと思うんですが、そういうふうにダイナミック
に国際政治と経済を結びつけてものを考えるということを、特定の商売人がやるという時
代ではもうなくなってきているんじゃないかと私は考えています。ひょっとしたらそうい
うひとはまだいるのかもしれませんけれども。今では、そういう商売のほうを実際にやっ
ているのは何かというと、それは大手商社や投資銀行ですよね。フランスでいうとパリバ
というのがあるんですが、今度のギリシャ危機を引き起こしたのはこの銀行というふうに
名指しできると思うんですけれども、いろいろな形で国際政治の合間を縫って、お金とか
ものとかを動かして利益を得るというのは商売人の仕事であって、彼ら自身がその力を政
治的に使って、欧州統合なり何なりを実現していこうというふうにはなってこない。各国
の政治エリートが動かす国際政治はコスモポリタンなビジネスの世界と離れてしまってい
る。ですから、モネの仕事というのは、モネの時代で恐らく終わっていたのであって、そ
の後というのは、政治と経済が残念ながら分かれたままで今日まで来てしまっているとい
うふうに私個人は考えています。つまり、モネの後の世代ですね。ピエール・ユリもそう
でしたけれども、後に首相になったレイモン・バールとか、ああいう人たちですね。彼ら
はビジネスマンではないですね。政策立案者というと彼らになるんでしょうけれども、あ
の人たちは学者であり官僚であり、要するに、エリート学校を出て国を担っていくという
使命感を持った人たち。それが国際政治を動かし、あわよくば統合に持っていこうという。
なぜフランスがそういう政策をとっているかというと、福島先生も言われましたように、
それはフランスの国益にかなっているから。統合を深めることがフランスの国益。逆に、
統合を東に広げていくことがドイツの国益なので対立が起こっておったわけですが、こう
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いう事態になって、ますますそこら辺の収拾が困難になってきているというようなことで、
モネのようなスーパーマンがあらわれて何かしら解決策を見出していくというのは、残念
ながら今の段階では見通せない。
ただ、経済は経済の理屈で動いていくしかないということがあります。今後、政治的に
はジグザグで進んでいく。ただ、その中で経済の論理が徐々に働いて、商売人、銀行家そ
の他が活躍して、結果としてうんと長期的には統合はさらに進んでいくのかもしれないけ
れども、そう簡単にはいかないだろうということしか、現時点では私としては申し上げる
ことはありません。以上です。
質問者 2　ちょっといいですか。今のその関連でいったとき、私、実はロシアの商売をやっ
ているんですけれども、今の西側といいますか、アングロ・サクソン的な、いわゆるコン
プライアンスみたいな、政治と経済の分離、それからそういう厳密な観念的な分け方とい
うのと、今、ロシアの流れを見ていると、あそこも一応、法制度的にはいろいろなものが
あるんですけれども、商売のやり方、実態はどうかというと、政治と経済というのは極め
て密接で、いわゆるプーチンの下に何人かのオリガルヒがいて、世界的なオペレーション
もそういう形でプーチンの意向に沿って動いているようなところがあると思うんですよ。
そういうことを比較していくと、西側的なというか、いわゆるアングロ・サクソン的な、
いわゆるコンプライアンスを含めた価値観というのが、今どうなっていくんだろうと。例
えば、中国とかロシア的な、いわゆる国のオペレーションをずっとやっていく。それに極
めてそのいわゆる経済も民主的ではない動かし方をしていく。その価値観のぶつかり合い
みたいなところがあるんじゃないかと思うんですけれども、そのあたりはどう考えられま
すか。
中島　モネさんに戻って申しますと、彼個人は文化とかイデオロギーの違いというのは、
誠意をもって説得すれば必ず乗り越えられるという信念の持ち主でした。彼はバランス
シートということをよく言うんですが、フランス語では Bilanというんですけれども、要
するに、相手に信用してもらった上で、しっかりそろばん勘定を示して、あなたの一番得
な選択肢はこれしかないでしょうと言えば、文化とかイデオロギーが違っている場合でも、
必ず説得して合意に至ることができるという。考えてみると、これは正しい商売のやり方
なんですね。それは民主主義とか社会主義とか、イデオロギーは関係ないんですね。それ
が商売人の論理であって、ロシアであろうが中国であろうが、この辺は変わらないはずで
す。ただ、いろいろ詐欺的なことがあった場合に罰する仕組みがあるかないかという、そ
この違いはあるかもしれません。けれども、大きなお金の世界、要するに、投資銀行とか
ビッグ・ビジネスとか、動かす金の額が違っていて、そういう人たちの間では、そこら辺
は恐らくあまり問題にならない。要するに、そういうところというのは、自分の資産とい
うのをどういうふうに保全し、あわよくば大きくしていくかという。理屈はそれだけなん
ですね。国境も法律も乗り越えて進んでいく。
それで、モネという人は、理想家でも何でもなくて、生涯それで押し通した人だという
のがきょうの私の話だったんですが、そこの理屈が変わらない以上は、国際政治的にいろ
いろなことがあっても、経済というのは進むべき方向にしか進んでいかないだろうと考え
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ます。長期的にはですね。ということしか、私は歴史家として言えないし、より短いスパ
ンでは国際政治がいろいろ絡んでいろいろなことが起こるでしょうけれども、そういうこ
とは現状分析の福島先生なんかに任せたいなというふうに私は考えています。
質問者 3　福島先生に伺います。政治エリート主導の統合手法を改める気配は見られない。
要するに、相変わらず同じ手法でやろうとしている。例えば、ユンカー委員長なんかの発
言はそういう感じが非常にしてならないんですが、従って、マクロンはドイツをあてにし
ているんでしょうけれども、ドイツでもこういう敗者、選挙における敗者における連立政
権ですので、AfD、ドイツのための対案という政党が大躍進しているわけだし、つまり、
それは国民の意思を表しているわけですよね。政党が勝手に勝っているわけじゃないので、
そこのところを無視して、こういう理想的なことを言うのはどういうことかなと。だから、
マクロンは結局、従来の過去 50年間の EU統合推進してきた、このエリート官僚のやは
り同族じゃないかという気がするんですが、いかがでしょうか。
福島　恐らくそうだと思います。それでも彼はその中で、EU全域での討論をきちんとや
ろうと。その上でこうしようという結論が出てきたら、それを実行しようと言っているわ
けです。従って、ある意味で従来のままではあるんですけれども、従来のように、何か決
めたけれども、国民投票で負けちゃうということは避けようとする意志はあると思います。
結局、さっきの図にあるように、EU議会がますます一国の議会に近いものになっていく。
それから、EUの委員ですね。それの、イギリスを入れたら 28カ国入っているから、28
人の委員にするということではなくて、もっと数を減らして、EU、ECの委員たちは、コ
ミッショナーたちは、全体の利益を考えて発言し共同するということにしていくしかない
わけですが、残念ながら実際のものの決まり方は、委員を出さないなんて、そんなことは
駄目だといって、各国の首相、大統領の言うことを通してしまっている。結局、長い目で
見たら、それでもさらなる統合の機運が熟してくるのを待つしかないと思います。
ドイツ人とドイツで話したことがありますけれども、我々はこれ以上、財政規律を守れ
ない、競争力のないギリシャなんかに我々の税金を使うのはもうまっぴらなんだと、いろ
いろ意見ありますけれども、やっぱりしっかりした、北の国のユーロと南の国のユーロに
分けろとかいうのが出ています。
ただ、要は、1つの国民国家ならば、やっぱり税金を払ってでも支援していくものなん
ですよね。ドイツでは、統一後、旧東ドイツ支援のために GDPの 2％ぐらいでしたかね、
税金をかけて徴収していましたし、日本でもそれは同じ国だから当然でしょう。東日本大
震災の後、今でも、（株の配当や売却益に 20％ちょっと切るのが従来の課税なんですけれ
ども）それに復興支援何とかという税がついてもう 1％ぐらいみんな取られていますよね。
それに文句を言う人たちはいないと思うんですね。困っているんだから、助けてあげよう
よ。そのような気持ちが少なくともかなりの数のドイツ人には薄れてきている。
しかし、本来、統合を進め、通貨を 1つにするというのは、そうしなきゃもたないんで
すよね。そこはやっぱり統合への熱意の弱さである。であるがゆえに、今のような、欧州
単一選挙区はいいけれども、委員長と欧州議会議長が兼務したら、これは大変な権限を持
ちますけれども、そんなやつは嫌だと言い出す。各国の首相、大統領の権限が弱まるよう
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なことには反対だと。それが現状だと思います。
つまり、最初はモネの理想があって、独仏不戦、欧州恒久平和ということで EUは持っ
てきたんですけれども、これからはそれだけでは持たない。これからは EUの中でも弱い、
特別な地域に対して支援をしていこうということしかないと思います。
それと関連するテーマがあります。ユーロ共通債という考え方です。それを発行して域
内の貧しい地域に投資をするということで、それは結局、ユーロ共通債だけは今のドイツ
の金利よりもちょっと高いものを取られる。でも、それをしようという意見は多少出てい
ますが、メルケルは、党内の会議で、私の目の青いうちは絶対にユーロ共通債は認めない
と言ったということです。新聞にそう書かれていますし、それに対してメルケルは特に否
定はしていませんから、多分そう言ったのでしょう。やっぱり統合への熱意というのは、
肝心のドイツでもまだまだ熟していないということが現状だと思います。
司会　時間、もう 1問は大丈夫だと思いますので、ご質問ある方は。簡潔にお願いしたい
と思います。
蓮見　蓮見でございます。中島先生のおっしゃったように、商売人だというお話と、経済
は経済の論理で進んでいくというのは賛成なんですが、ただ、ジャン・モネが商売人とし
てすばらしかったところは、官僚の皆さんにもちゃんと法律をつくってもらって、一応、
法の支配という言説を常識として受け入れさせたというのはすごく大きくて、法の支配と
いう名前は、実のところはあまり政治に関与させないで商売を自由に進めるというある種
のレトリックみたいな部分があったんじゃないかと私は思っているんですけれども、そこ
の補完関係が私はあったんじゃないかというふうに思っているんですが、中島先生はどう
いうふうに思われるでしょうか。つまり、確かに商売のために何でもやると。でも、何で
もやるんだけれども、国家と相対で商売をすると、例えば商売の側が負けてしまうと。と
ころが、その国家の上に EUというような組織をつくって、そこで法の支配にしますと。
だけれども、その法の支配というのは、実は民主的な法である必要はなくて、これは福島
先生が引用されたマヨーネの本の中にも出てきますけれども、要するに、民主的な積み上
げの法の支配じゃなくて、啓蒙君主みたいな法の支配、そういう仕組みをうまくつくりこ
んでいったんじゃないかと。それがこんにちに至る一応、市場統合の成功につながってい
るんじゃないかと。そうすると、商売やりますということと、EUのような、一応、法の
支配という、実はあいまいな要素を含んだ支配体系をつくったというのは、相互補完関係
にあるんじゃないでしょうかというのが私の考えなんですが、いかがでしょうか。
中島　広い意味では賛成です。モネはアメリカの回し者だというフランス人がいたんです
けれども、そうではないということは彼の後の経歴を見ても明らかですけれども、たとえ
ば、マーシャル・プランが発動されて、その受け皿として OEECですね、今の OECDの
原型ですけれども、あれができたときに、その事務局長にという話がモネにあったんです
けれども、彼はそれを断っているんですよね。つまり、自分はフランスの経済の再建に当
面は邁進するんだという。そういう意味で愛国者ではあったんですが、彼はナショナリス
トでも社会主義者でもなくて、中道・右派の一番商売人的なリベラルで、そういったとこ
ろで価値観を共有する人たちで戦後西ヨーロッパの秩序を、政治まで含めてつくっていく
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という指向性を明らかに持っていた。だから、アデナウアーら各国指導者とも話ができた。
そういう前提に立った上でのさっきの Bilanの話なんですね。そろばん勘定を示せば、文
化やイデオロギーの違いを超えて説得できるというのは、そういう広い意味での、アメリ
カ流のデモクラシーとも違いますけれども、いわゆる西欧ブルジョワ社会の伝統に立脚し
たひとつの価値観というものがやはり前提にあって、モネの活動というものはできたとい
うことは事実です。それからもう半世紀以上たっていて、状況、コンテクスト、相当違っ
てきていますから、今では当てはまらないかもしれません。
先ほどのマクロンについての御質問にもあった、いわゆる EU官僚というのかな、そう
いう人たちの価値観というのは、そういうイデオロギーの生き残りみたいなところがあっ
て、ヨーロッパ全体が財政統合もどんどん進めて 1つの国のようになっていけば問題は解
決するという考えが根強い。現時点ではそれは誤りだと私は思っています。
つまり、それは最初の菊池先生の話とも関係するんですが、近代国家というものは、そ
のもの自体がもう滅びつつあるからです、経済的に。つまり、今のマクロンでいうと、私
の考えというのは、あれは統合進化というのは看板に過ぎないと思っています。彼はフラ
ンスの政治家ですから、今一番考えているのは、フランスの財政のことで、ご承知のよう
にフランスという国は安定・成長協定を破り続けているんですね。3％基準をはるかに超
えて、それで平気でいられるわけないわけで、どうしようかということで頭がいっぱいな
んだと思うんですね。
もっと言いますと、だから、ついこの間までみたいに、工業大企業がガンガン金をかせ
いで、その付加価値に税金をたっぷりかけて国家が潤沢に金をばらまいて社会福祉政策を
やる、みたいなのはもう成り立たない。それはヨーロッパだけではなくて、世界中で成り
立たなくなってきている。その矛盾があらわれたのが、最近のポピュリズムだというのが
私の考えです。
それは仕組みそのものがもう時代遅れになっているからで、つまり今の IT企業という
のは、税金をかけられないんですね。付加価値をすぐほかのところに移しちゃうし、そも
そも付加価値をとらえることができない。そういうような世の中に私らは生きているので、
そうすると、いわゆる三十年戦争以来発達してきた、啓蒙思想に立脚した西欧型近代国家
ですね。そういうものの時代そのものが過ぎ去りつつあるという現実をちゃんと見据えた
上で、私らは考えていかなきゃならないんじゃないか。社会福祉にしても、もう中央政府
じゃなくて地方政府におろしてもっと効率的なものを構築し、場合によっては国家ではな
くて国際機関、例えば EUのようなところが、周辺部での国境管理などにしっかりと金を
使う。そういうような仕組みを最低限つくらなければ、移民問題だって何だってもたない
だろうし、そういう形での全面的なつくりかえというのを、これからの若い世代は進めて
いくんじゃないかというのが、私個人の考えです。
そういうことから言うと、価値観自体がやはりどんどん移りつつあって、その価値観が
共有できるところでは統合ということも可能かもしれないけれども、それがないところで
は、分化という方向に行くこともあるのかなと。でも、それはそれでいいというふうに私
個人は考えています。ということで答えになったでしょうか。
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司会　どうもありがとうございました。時間がだいぶなくなってまいりましたので、ディ
スカッションは以上にしまして、最後に経済学部の菅沼学部長から一言いただきたいと思
います。
■閉会の挨拶
菅沼　隆（経済学部長）
私、北欧のデンマークを研究している者ですから、きょうのお三方のお話というのは、
歴史的な視点、それから、広く EU全体を見渡した視点、そういう観点からこの統合の問
題についてお話をされていたので、大変勉強になりました。どうもありがとうございまし
た。
この学術研究大会、今回 5回目ということでございますけれども、だいぶ定着してまい
りました。それで、立教大学の関係者の方、それから立教大学に関心を持たれている方々
が年に 1回こういうところに集まって、まさにアカデミックな議論を展開するということ
では、非常に重要な機会ではないかなと思います。きょうまた懇親会があると思いますけ
れども、旧交を温めていただく。それから、新しい先生方もおられますので、新しい人脈
をつくっていただく場に、この研究大会をしていただければ幸いでございます。以上で挨
拶とさせていただきます。きょうはどうもありがとうございました。
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